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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　半導体ウェハの少なくとも一つの電気特性を測定する測定装置であって、
　前記半導体ウェハを支持するチャックと、
　前記半導体ウェハの前面に接触する弾性変形可能な導電性先端を有するプローブと、
　前記半導体ウェハに接触する電気接触子と、
　前記弾性変形可能な導電性先端と前記電気接触子との間に電気刺激を付与する電気刺激
付与手段と、
　前記電気刺激に対する反応を測定し、前記反応から前記半導体ウェハの電気特性のうち
、少なくとも一つの電気特性を判定する電気特性判定手段とを有し、
　前記半導体ウェハ前面が（i）前記半導体ウェハを形成する半導体物質の前面に形成さ
れる誘電体から構成されるか、または（ii）前記半導体ウェハを形成する半導体物質から
構成され、
　前記弾性変形可能な導電性先端は、金属、導電性エラストマーまたは導電性ポリマーで
あり、
　前記弾性変形可能な導電性先端及び前記電気接触子が前記半導体ウェハと接触するとき
、前記電気刺激付与手段が静電容量電圧（ＣＶ）または電流電圧（ＩＶ）形式の電気刺激
を付与するとともに、前記電気特性判定手段が前記電気刺激に対する前記半導体ウェハの
ＣＶまたはＩＶの反応を測定する
　ことを特徴とする測定装置。
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【請求項２】
　請求項１に記載の測定装置において、前記電気刺激に対する反応は前記誘電体及び前記
半導体物質の境界、または前記半導体物質の前面付近で発生することを特徴とする測定装
置。
【請求項３】
　請求項１に記載の測定装置において、前記誘電体は少なくとも一つの誘電層を含むこと
を特徴とする測定装置。
【請求項４】
　請求項３に記載の測定装置において、前記少なくとも一つの誘電層は、前記半導体物質
が空気中に露出されることに応じて形成される自生の誘電層であることを特徴とする測定
装置。
【請求項５】
　請求項１に記載の測定装置において、前記半導体ウェハの前面に接触する前記導電性先
端の表面は、曲率半径が１０μｍから１００ｃｍであり、かつ先端を切った球形状である
ことを特徴とする測定装置。
【請求項６】
　請求項１に記載の測定装置において、前記導電性先端が前記誘電体に接触するとき、有
効な空気の隙間がこれらの間に形成され、この隙間内の有効な空気は、（i）１ｎｍ以下
、（ii）０．８ｎｍ以下、（iii）０．２ｎｍ以下の隙間内の実際の空気と等しい絶縁性
を有することを特徴とする測定装置。
【請求項７】
　請求項１に記載の測定装置において、
　前記プローブを覆う導電性スリーブと、
　前記プローブと前記スリーブとの間に絶縁体とを有し、
　前記スリーブは（i）アースに接続される、または（ii）前記スリーブを前記導電性先
端と同じ電位でバイアスする電気信号を受信可能に接続される
　ことを特徴とする測定装置。
【請求項８】
　請求項１に記載の測定装置において、
　前記プローブに接続された可動プローブアームアッセンブリを有し、
　前記可動プローブアームアッセンブリは、
　（i）前記半導体ウェハ前面への前記導電性先端の力と、この力が前記半導体ウェハ前
面に付勢される割合を制御するとともに、
　（ii）前記弾性変形可能な導電性先端が前記半導体ウェハに接触する際、前記導電性先
端による前記半導体ウェハの前面への引っ掻き傷を防止する
　ことを特徴とする測定装置。
【請求項９】
　請求項１に記載の測定装置であって、
　前記プローブを、前記導電性先端が（i）前記半導体ウェハを形成する半導体物質の前
面に形成された誘電体の前面、または（ii）前記半導体物質の前面に接触するように移動
可能な可動プローブアームアッセンブリを有し、
　前記電気刺激付与と、前記電気特性判定とが電気刺激付与／電気特性判定手段によって
行われる、
　ことを特徴とする測定装置。
【請求項１０】
　請求項９に記載の測定装置において、前記半導体ウェハの前記電気刺激に対する反応は
、前記誘電体及び前記半導体物質の境界、または前記半導体物質の前面に隣接する前記半
導体物質の領域内で起こることを特徴とする測定装置。
【請求項１１】
　請求項９に記載の測定装置において、前記電気接触子は、（i）前記半導体ウェハの背
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面または（ii）前記半導体物質の前面に接触することを特徴とする測定装置。
【請求項１２】
　請求項９に記載の測定装置において、前記導電性先端は、この先端と前記誘電体とが接
触するとき、有効な空気の隙間がこれらの間に形成され、この隙間内の有効な空気が、１
ｎｍから０．２ｎｍまでの隙間内の実際の空気と等しい絶縁性を有するように、研磨され
ていることを特徴とする測定装置。
【請求項１３】
　請求項９に記載の測定装置において、前記プローブを覆う導電性スリーブと、前記プロ
ーブと前記スリーブとの間の絶縁体とを有することを特徴とする測定装置。
【請求項１４】
　半導体ウェハの少なくとも一つの電気特性を測定する電気特性測定方法であって、
　（ａ）弾性変形可能な導電性先端を有するプローブを設けるプローブ設置工程と、
　（ｂ）前記弾性変形可能な導電性先端を（i）前記半導体ウェハを形成する半導体物質
の前面に形成される誘電体の前面または（ii）前記半導体物質の前面に接触させる導電性
先端接触工程と、
　（ｃ）前記半導体ウェハに電気接触子を接触させる電気接触子接触工程と、
　（ｄ）前記弾性変形可能な導電性先端と前記電気接触子との間に静電容量電圧（ＣＶ）
または電流電圧（ＩＶ）形式の電気刺激を付与する電気刺激付与工程と、
　（ｅ）前記電気刺激に対する前記半導体ウェハのＣＶまたはＩＶの反応を測定する測定
工程と、
　（ｆ）前記反応から前記半導体ウェハの少なくとも一つの電気特性を判定する電気特性
判定工程と、
　を有し、
　前記弾性変形可能な導電性先端は、金属、導電性エラストマーまたは導電性ポリマーで
あることを特徴とする電気特性測定方法。
【請求項１５】
　請求項１４に記載の電気特性測定方法において、少なくとも
　前記導電性先端は、先端を切った球形状であり、
　前記導電性先端の表面は、この先端と前記誘電体とが接触するとき、有効な空気の隙間
がこれらの間に形成され、この隙間内の有効な空気が、１ｎｍ以下の隙間内の実際の空気
と等しい絶縁性を有するように研磨されている
　ことを特徴とする電気特性測定方法。
【請求項１６】
　請求項１４に記載の電気特性測定方法において、不活性ガス流を、前記導電性先端と、
前記誘電体前面または前記半導体物質前面との間に送入するガス送入工程を有することを
特徴とする電気特性測定方法。
【請求項１７】
　請求項１４に記載の電気特性測定方法において、前記電気接触子は、（i）前記半導体
ウェハの背面、または（ii）前記半導体物質の前面に接触させることを特徴とする電気特
性測定方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は主に半導体ウェハの電気特性を測定する装置及び方法に関する。
【０００２】
【背景技術】
半導体ウェハの製造において、半導体ウェハ上の誘電体の電気特性及び／または半導体ウ
ェハ内のキャリヤ密度分布の判定は重要な要素である。誘電体の厚み、酸化物の電荷（ox
ide charge）、閾値電圧、イオン注入量（implant dose）、キャリヤ分布の測定のような
静電容量電圧（ＣＶ）技術に基づく測定、及び誘電漏洩電流や破壊電圧のような電流電圧
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（ＩＶ）技術に基づく測定は、誘電体上の一次加工金属やドープされたポリシリコン（do
ped polysilicon）のゲートによって代表的に成し遂げられる。これらゲートは、適切な
ＣＶ測定またはＩＶ測定に用いられる金属酸化物半導体（ＭＯＳ）構造の一部となる。
【０００３】
金属ゲートまたはポリシリコンゲートの加工は時間及び費用がかかる。この加工はこの分
野で既知の方法で誘電体上のアルミニウム金属ゲートやポリシリコンゲートを堆積及び形
成することを標準的に要する。
これら加工ゲートの代替物は、「ＣＶプロッティング及びプロファイリング用真空操作水
銀プローブ（Vacuum Operated Mercury Probe for CV Plotting and Profiling）」と題
されるアルバート・レダーマン（Albert Lederman）、ソリッド・ステート・テクノロジ
ー（Solid State Technology）による1981年8月の文献の123～126ページに記載されてい
る。この文献が開示するのは、誘電体及び半導体の特性を判断するために設計されたＣＶ
測定技術においてアルミニウムゲートまたはポリシリコンゲートの代わりに水銀接触子を
利用することである。レダーマンの論文は、金属酸化物半導体、均一半導体ウェハ、不均
一半導体ウェハ、絶縁基材上の半導体ウェハを測定する真空操作水銀プローブを開示する
。レダーマンの水銀プローブを用いると、研究中に水銀がウェハ材料と化学反応し得る点
で問題が起こり得る。水銀は使用に際し重大な安全問題を引き起こすとともに、半導体の
急速な温度試験を要するとき、高温で昇華する。従って、水銀プローブの用途は限定され
る。
【０００４】
加工ゲートや真空操作水銀プローブの代替物は、1991年6月11日に発行され、本明細書で
も参照されるヒラード（Hillard）に対するアメリカ特許第5,023,561号に開示される。
ヒラード特許が開示するのは、その一端に所定次元の均一平面を有する先端を持つプロー
ブを含む可動プローブアームである。プローブ台が可動アームを支持し、チャックが半導
体ウェハを支持する。プローブ台、可動アーム、チャックは、平面測定子が前記先端の均
一平面部と半導体ウェハ誘電層の前面との間に形成可能に構成されている。
【０００５】
ヒラード特許が1990年代初期に出願されたとき、半導体産業における代表的なゲート酸化
物の厚みは数百オングストローム程度であった。測定子の均一平面の先端とウェハ上の誘
電層の外面との間の平面測定子は比較的小さいため、これら比較的厚い酸化物に適用され
ると、不十分な静電容量信号対雑音比（capacitance signal-to-noise ratio）しか示さ
なかった。このため、均一平面の先端を有するプローブはＣＶ測定に利用可能であるなら
ば、ＩＶ測定にも利用可能であることが好ましかった。
これに対し、今日ではゲート酸化物は非常に薄く、3.5ｎｍ程である。この薄い酸化物に
より、静電容量信号対雑音比は増加され、導電性圧力測定子を伴ってなされたＣＶ測定は
、ゲート酸化物の特性判定に効果的に利用可能となった。
【０００６】
ヒラード特許に開示されたＣＶ測定用プローブの利用に伴う問題は、プローブ先端を均一
平面に研磨する必要があることである。別の問題としては、均一平面の先端とウェハ誘電
層外面との間に平面測定子を作り出す必要があるということがある。均一平面のプローブ
先端を用いて誘電層外面内部に平面測定子を形成することは、均一平面の先端と誘電層外
面との間が完全に平行でないと、均一平面の先端の端部が酸化層を損傷させ得るので、今
日の薄い酸化物層に伴い特に問題となる。
【０００７】
【課題を解決するための手段】
そこで、本発明の目的のひとつは、半導体ウェハ上の誘電層のＣＶ測定を向上可能とする
改良された先端構成を持つプローブを設けることにより上記問題やその他の問題を回避ま
たは克服することである。さらに本発明の別の目的は、下記の詳細説明を読み、理解すれ
ばこの分野における通常の知識を有する者にとって明らかとなるであろう。
【０００８】
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　本発明の測定装置は、半導体ウェハの少なくとも一つの電気特性を測定する測定装置で
あって、半導体ウェハを支持するチャックと、前記半導体ウェハの前面に接触する弾性変
形可能な導電性先端を有するプローブと、前記半導体ウェハに接触する電気接触子と、前
記弾性変形可能な導電性先端と前記電気接触子との間に電気刺激を付与する電気刺激付与
手段と、前記電気刺激に対する反応を測定し、前記反応から前記半導体ウェハの電気特性
のうち、少なくとも一つの電気特性を判定する電気特性判定手段とを有し、前記半導体ウ
ェハ前面が（i）前記半導体ウェハを形成する半導体物質の前面に形成された誘電体から
構成されるか、または（ii）前記半導体ウェハを形成する半導体物質から構成され、前記
弾性変形可能な導電性先端は、金属、導電性エラストマーまたは導電性ポリマーであり、
前記弾性変形可能な導電性先端及び前記電気接触子が前記半導体ウェハと接触するとき、
前記電気刺激付与手段が静電容量電圧（ＣＶ）または電流電圧（ＩＶ）形式の電気刺激を
付与するとともに、前記電気特性判定手段が前記電気刺激に対する前記半導体ウェハのＣ
ＶまたはＩＶの反応を測定することを特徴とする。
【０００９】
　本発明において、前記電気刺激に対する反応は、前記誘電体及び前記半導体物質の境界
、または前記半導体物質の前面に近接する領域で発生する。
　前記誘電体は少なくとも一つの誘電層を有する。この少なくとも一つの誘電層は、前記
半導体物質が空気中に露出されることに対応して形成される自生の誘電層を包含してもよ
い。
　前記半導体ウェハの前面と接触する前記導電性先端の表面は、先端が切り取られた球形
状、例えば半球を有し、曲率半径は１０μｍから１００ｃｍまでである。前記導電性先端
が前記半導体ウェハと接触する際、有効な空気の隙間がこれらの間に形成され、この隙間
内の有効な空気は、１ｎｍ以下、０．８ｎｍ以下、０．２ｎｍ以下の隙間内の実際の空気
と等しい絶縁性を有する。
【００１０】
前記プローブを囲うように導電性スリーブが配置されてもよく、前記プローブと前記スリ
ーブとの間に絶縁体が配置されてもよい。前記スリーブはアースと接続可能、または前記
スリーブを前記導電性先端と同じ電位で付勢する電気信号を受信できるように接続可能で
ある。
前記プローブに可動プローブアームアッセンブリを接続してもよく、前記半導体ウェハの
前面に対する前記導電性先端の力及びこの力が前記半導体ウェハ前面に付勢される割合を
制御することが可能である。前記可動プローブアームアッセンブリは、前記導電性先端が
前記半導体ウェハに接触するように移動するとき、前記弾性変形可能な導電性先端による
前記半導体ウェハ前面に対する引っ掻き傷を防止可能でもある。
【００１１】
　本発明の測定装置においては、前記プローブを、前記導電性先端が（i）前記半導体ウ
ェハを形成する半導体物質の前面に形成された誘電体の前面または（ii）前記半導体物質
の前面に接触するように移動可能な可動プローブアームアッセンブリを有し、前記電気刺
激付与と前記電気特性判定とが電気刺激付与／電気特性判定手段によって行われる構成と
することが望ましい。
【００１２】
　本発明の電気特性測定方法は、半導体ウェハの少なくとも一つの電気特性を測定する電
気特性測定方法であって、
　（ａ）弾性変形可能な導電性先端を有するプローブを設けるプローブ設置工程と、
　（ｂ）前記弾性変形可能な導電性先端を（i）前記半導体ウェハを形成する半導体物質
の前面に形成される誘電体の前面または（ii）前記半導体物質の前面に接触させる導電性
先端接触工程と、
　（ｃ）前記半導体ウェハと電気接触子を接触させる電気接触子接触工程と、
　（ｄ）前記弾性変形可能な導電性先端と前記電気接触子との間に静電容量電圧（ＣＶ）
または電流電圧（ＩＶ）形式の電気刺激を付与する電気刺激付与工程と、



(6) JP 4102068 B2 2008.6.18

10

20

30

40

50

　（ｅ）前記電気刺激に対する前記半導体ウェハのＣＶまたはＩＶの反応を測定する測定
工程と、
　（ｆ）前記反応から前記半導体ウェハの少なくとも一つの電気特性を判定する電気特性
判定工程と、を有し、
　前記弾性変形可能な導電性先端は、金属、導電性エラストマーまたは導電性ポリマーで
あることを特徴とする。
　本発明において、不活性ガス流が、前記導電性先端、前記導電層の前面、前記半導体物
質前面の接触領域に供給可能である。
【００１３】
【発明の実施の形態】
図１－３を参照すると、半導体ウェハ１４の前面１３上または半導体ウェハ１４の前面１
３に隣接する半導体物質の領域１６内の誘電体１２の電気特性を測定する測定装置１０は
、可動ステージアッセンブリ１８を有する。可動ステージアッセンブリ１８は、真空を用
いた手段により半導体ウェハ１４を保持する真空チャック２０を有する。ここで、可動ス
テージアッセンブリ１８は、半導体ウェハ１４をＸＹ平面で回転させる第１の回転ステー
ジ２２と、半導体ウェハ１４の垂直位置を調整する第２のＺ軸のステージ２４と、半導体
ウェハ１４をＸ軸方向またはＸＹ軸方向へ移動させる第３のＸ軸／ＸＹ軸のステージ２６
とをそれぞれ有することが好ましい。
【００１４】
測定装置１０は、誘電体１２の上面または前面３４と接触する第１電気接触子３２を有す
る。第１電気接触子３２は導電性プローブ３６を有し、好ましくはこのプローブ３６が筒
状ステンレス鋼シャンクを有する。チャック２０は、半導体ウェハ１４の背面３０と接触
する第２電気接触子を規定する上面または前面２８を有する。
【００１５】
図４を参照するとともに、図１－３を引続き参照すると、導電性プローブ３６の末端は、
それに付加された接触部または接触先端３８を有する。導電性プローブ３６から離れる方
向を向く先端３８の表面は、先端を切った球形状、例えば半球形状を有することが好まし
く、曲率半径は１０μｍから１００ｃｍであることが好ましい。先端３８は、タンタル、
導電性エラストマー、導電性ポリマーなどの滑らかでよく研磨された金属などであって、
弾性変形可能かつ導電性の物質から形成される。
【００１６】
測定装置１０は、ねじ４４及び絶縁ワッシャ４６により導電性プローブ３６が固定された
プローブアーム４２を有する可動プローブアームアッセンブリ４０を持つ。導電性プロー
ブ３６は、導電性プローブマウント４８と導通され、導電性プローブマウント４８はプロ
ーブアーム４２との間に配置された絶縁体５０によりプローブアーム４２から絶縁されて
いる。可動プローブアームアッセンブリ４０は、導電性プローブ３６の降下率を制御する
ことで、先端３８が半導体ウェハ１４の誘電体１２の前面３４を擦り取り、先端３８や誘
電体１２が損傷するのを防ぐ。さらに、可動プローブアームアッセンブリ４０は、先端３
８が誘電体１２の前面３４に適用されるのに伴う力及びこの力が前面３４に付勢される割
合を制御する。
【００１７】
図５－８を参照するとともに図１－４を引続き参照すると、可動プローブアームアッセン
ブリ４０は、プローブアーム４２を揺動可能に支持するアッセンブリ５４と、プローブア
ーム４２にスライド可能に支持され、かつ導電性プローブ３６の先端３８に、好ましくは
５～２００グラムの一定負荷を与えるプローブアームウェイト５６とを有する。下方ベア
リングプレート６０は、アッセンブリ５４のＶ溝６４及び三面体中空部６６に支持される
ベアリング球６２を有する。
【００１８】
プローブアーム４２は、図５及び図８に示されるようなワイヤメッシュ７４により覆われ
るアームリフタパッド７２と接触するラバーダイアフラム７０を有する空圧式プローブリ
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フト６８により昇降される。ワイヤメッシュ７４は、スポット溶接７６によりアームリフ
タパッド７２に保持される。導電性プローブ３６を有するプローブアーム４２の端部を上
げるために、空気圧でダイアフラム７０を膨張させてワイヤメッシュ７４に接触させる。
【００１９】
先端３８と誘電体１２の上面３４との間の優れた接触構造は、プローブアーム４２の負荷
特性を制御することにより、即ち、空圧式プローブリフト６８が導電性プローブ３６の先
端３８を誘電体１２の上面３４に加圧させる割合を制御することによりなされる。プロー
ブ台８０は、半導体ウェハ１４に対して所望の位置でプローブアーム４２を支持する。
【００２０】
　操作に際し、半導体ウェハ１４は、真空チャック２０上に置かれ、真空により保持され
る。真空チャック２０の上面２８は、第２電気接触子としても機能するが、図３に示され
るような測定手段８２を有する回路に接続される。Ｚ軸ステージ２４は、この分野で既知
の方法により半導体ウェハ１４を垂直に移動するように調節される。この分野で既知の方
法を用いて、Ｘ軸／ＸＹ軸ステージ２６は半導体ウェハ１４の水平移動を制御し、回転ス
テージ２２は半導体ウェハ１４の回転移動を制御する。真空チャック２０は、可動ステー
ジアッセンブリ１８の残りの部分から絶縁されることが好ましい。
【００２１】
　半導体ウェハ１４の背面３０が真空チャック２０の上面２８に支持されるとき、導電性
プローブ３６は可動プローブアームアッセンブリ４０により可動に制御され、先端３８と
誘電体１２の上面３４との間を接触させる。誘電体１２または半導体ウェハ１４の前面１
３に隣接する半導体物質の領域１６の一以上の電気特性の測定は、第１電気接触子３２と
、第２電気接触子、即ちチャック２０の上面２８との間において、より具体的には半導体
ウェハ１４の背面３０と誘電体１２の上面３４との間において、電気刺激、例えば高周波
数のＡＣ電圧、またはＤＣバイアス電圧（ＣＶ）、ＤＣストレス電圧／電流（ＩＶ）と結
合された高周波数ＡＣ電圧、を付与することによりなされる。測定手段８２は、付与され
た電気刺激に対する反応を測定し、その反応から誘電体１２または半導体ウェハ１４の前
面１３に隣接する半導体物質の領域１６の電気特性のうち、一以上の電気的特性を判定す
る。
【００２２】
上述の通り、先端３８は滑らかな面に研磨される。先端３８を研磨する好ましい技術のひ
とつとして、先端３８を形成し滑らかにするための機械的研磨または金属研磨（metallog
raphic polishing）がある。この技術では、未研磨の先端３８の表面粗さは、各工程が微
細な研磨剤を利用してより滑らかな表面仕上げをなす一連の研磨工程を経て連続的に減少
される。より具体的には、先端３８は、接着剤が塗布された樹脂フィルムに研磨粒子が固
定されたものなどであって、適切な潤滑流体により滑らかにされ回転研磨ホイールに強固
に付着された微細研磨剤を利用してまず形成される。研磨ホイールは一定速度で回転され
、先端３８は研磨フィルムと接触するように移動される。先端３８は、所望の曲率半径を
生み出すように移動及び回転される。強固に付着された研磨剤を用いての研磨の間に先端
３８に付加された圧力は、引っかき傷を防止するように調節可能であり、先端３８は、「
平面」の生成を防止するように動作保持される。この処理は、曲率半径が許容可能となる
まで継続される。次に、合成または天然の研磨パッドが回転研磨ホイールに設けられると
ともに、分散液中に浮遊する研磨粒子を有する研磨スラリーがこのパッドに塗布される。
先端３８はスラリーが浸された回転研磨パッドと接触され、このスラリーを付着させて、
先端３８の表面を均一に研磨する。前述の研磨技術は、異なる物質により形成された先端
３８にも有効に利用されている。しかし、異なる研磨技術も必要に応じて利用可能である
。
【００２３】
　滑らかな先端３８がどのように研磨されるかに拘らず、先端３８の表面は原子レベルで
山や谷を有する。これに対し、誘電体１２の上面３４は原子レベルで局所的にほぼ平坦、
即ち、原子が平坦となる。先端３８が誘電体１２と接触する際の、先端３８の表面の山や
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谷と、誘電体１２のほぼ平坦な上面３４との相互作用のため、実際の微小接触領域は、見
かけ上の微小接触領域よりも小さい。より具体的には、先端３８表面の山や谷と、誘電体
１２のほぼ平坦な表面との相互作用のため、複数の微視的接触及び複数の微視的隙間が先
端３８と誘電体１２との間に形成される。複数の微視的隙間は協動して、先端３８と誘電
体１２との間に有効な空気の隙間を形成する。先端３８、誘電体１２、半導体ウェハ１４
、チャック２０に沿った隙間内の有効な空気は協働してコンデンサを形成し、先端３８が
このコンデンサの一枚の板を規定し、半導体物質の前面のまたは半導体ウェハ１４の前面
１３に近接する半導体物質の領域１６の表面電荷または空間電荷のそれぞれはコンデンサ
の別の板を規定し、誘電体１２を伴う一連の隙間内の有効な空気は、先端３８と、半導体
物質上または半導体物質内の電荷との間に絶縁体５０を規定する。
【００２４】
　隙間内の有効な空気は、１ｎｍ以下の隙間内の実際の空気と等しい絶縁性を有すること
が好ましい。先端３８と誘電体１２との間の有効な空気の隙間は、先端３８の表面が滑ら
かに研磨される程度を定量化するのに利用可能である。つまり、上述の通り、誘電体１２
の上面３４は原子レベルでほぼ平坦である。このため、有効な空気の隙間量の変化は、先
端３８表面の滑らかさに基づく。本発明によると、先端３８は、先端３８が誘電体１２の
上面３４に接触する際、それらの間の隙間内の有効な空気が、１ｎｍ以下、好ましくは0.
8ｎｍ以下、更に好ましくは0.2ｎｍ以下の隙間内の実際の空気と等しい絶縁性を有するほ
どの滑らかさに研磨される。
【００２５】
前述の通り、シリコン酸化薄膜などの誘電層の電気特性は、通常、加工されたＭＯＳゲー
ト内の誘電体としての薄膜を用いて研究される。この方法は、上述のＭＯＳゲートを生成
する追加処理を必要とするため、多くの時間を消費する。誘電体１２に接する弾性変形可
能な導電性先端３８を有する導電性プローブ３６を用いるとともに、金属ゲートの先端３
８と、酸化物の誘電体１２と、半導体ウェハ１４を形成しかつ上記半導体により構成され
る半導体物質とを用いる一時的微小領域のＭＯＳダイオードを形成することにより、誘電
体薄膜、例えばシリコン上のSiO2を素早く特性を判定することが可能である。
【００２６】
本発明を用いると、ＣＶ測定においても、変動するイオン密度の判定が容易になされる。
金属ゲートやポリシリコンゲートの加工と異なり、追加の処理工程を要しない。ゲートの
酸化など重要な処理工程の直後に測定することが可能である。
【００２７】
可動プローブアッセンブリ４０を用いて導電性プローブ３６を制御することで、先端３８
により誘電体１２が擦り取られることがなくなる。さらに、先端３８の半径及び弾性は、
先端３８が誘電体１２内部に侵入することを防止するため、薄い酸化物の測定が可能とな
る。先端３８の半径及び弾性に加えて可動プローブアームアッセンブリ４０により、誘電
体１２やその下の半導体物質を損傷または汚染することなしに半導体ウェハ１４の測定が
可能となる。さらに、可動プローブアームアッセンブリ４０により導電性プローブ３６を
より正確に位置決め可能とし、誘電体１２と先端３８との間を反復可能に接触することを
保証する。
【００２８】
導電性プローブ３６の先端３８が弾性変形可能であるため、先端３８と誘電体１２との間
の接触領域は、可動プローブアームアッセンブリ４０により先端３８に加えられた負荷を
変化させることにより先端３８の弾性限界内で調整可能である。
【００２９】
導電性プローブ３６の先端３８と誘電体１２との機械的接触領域は、球体と平面体との弾
性接触に関する周知のヘルツの公式（Hertzian formula）により判定可能である。先端３
８と誘電体１２との有効な接触領域は、機械的接触部と、容量結合（capacitance coupli
ng）がＣＶ測定にとって重要であるところの機械的接触部に近接する領域との合計である
。先端３８の半径及び滑らかさは、機械的接触部と、先端３８と誘電体１２との間の容量
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結合領域とを最大化するように選択されることが好ましい。
【００３０】
上述の通り、1990年代初期の半導体ウェハ上の薄い誘電層は、誘電層の特性を判定可能と
するのに十分な信号対ノイズ比を持つＣＶ測定を試みるために、上記ヒラード特許で開示
された型及び大きさの均一平面の先端を有するプローブの使用を必要とした。この結果、
ヒラード特許で開示されたプローブの均一平面の先端は、比較的大きな接触領域の構成を
要した。しかし、これら比較的大きな接触領域でさえ、正確なＣＶ測定には不十分であっ
た。
【００３１】
ヒラード特許の時点では、上記半径である先端３８を有する導電性プローブ３６を、ヒラ
ード特許で開示されたプローブの均一平面の先端により形成された接触領域に対する減少
された接触領域のために使用することは検討されなかったであろう。このため、半導体ウ
ェハ上の比較的薄い誘電体が近年導入されたことに伴い初めて、半球または先端を切った
球の形状を有する弾性変形可能な導電性先端３８がＣＶ測定に用いるものとして検討また
は利用可能とされた。
測定の質を向上するために、ドライガス流を先端３８と誘電体１２の上面３４との間の接
触領域に送入し、水分を除去することが可能である。このガスは窒素などの不活性ガスで
あることが好ましい。
【００３２】
半導体ウェハ１４の背面３０を介する代わりに接触前面を介して半導体物質に電気刺激を
加えることが好ましい場合もある。この場合、上記導電性プローブ３６に類似する第２の
可動プローブが、誘電体１２内の「窓」（window）を介して接触し、チャック２０の電気
的機能を代替する。
誘電体１２は、半導体ウェハ１４の加工中の処理工程により、半導体ウェハ１４の半導体
物質上に形成された一以上の誘電層を包含可能である。これとは別に、誘電体１２は、半
導体物質が空気中に露出することに対応して半導体ウェハ１４の半導体物質上に形成され
た自生の誘電層を包含可能である。自生の誘電層と、処理工程により形成された一以上の
誘電層との組合せも予期される。
【００３３】
ある種の半導体物質が、空気中に露出された際、自生の誘電層の形成を促進しないことは
、この分野において周知である。さらに、これら半導体物質の塗布により、半導体物質の
処理中に半導体物質上の誘電体を形成する必要がない。本発明によれば、導電性プローブ
３６の弾性変形可能な導電性先端３８は、このような半導体ウェハ１４の電気特性の測定
に利用可能である。即ち、導電性プローブ３６の先端３８は半導体ウェハ１４の上面３４
と接触するように移動し、ショットキーダイオードを形成可能である。誘電体１２のない
半導体ウェハ１４の一以上の電気特性の測定は、半導体ウェハ１４と先端３８との間に、
電気刺激、例えば高周波数ＡＣ電圧、またはＤＣバイアス電圧（ＣＶ）、ＤＣストレス電
圧／電流（ＩＶ）を結合した高周波数ＡＣ電圧により可能である。測定手順及び分析は単
純であり、この分野では既知である。
【００３４】
先端３８を形成する弾性変形可能な導電性物質は、先端３８が誘電体１２に接触するか、
半導体ウェハ１４の接触面１３に接触するかにより選択されることが好ましい。即ち、先
端３８が誘電体１２の前面３４に接触するように構成されていれば、先端３８は第１接触
電位仕事関数（first contact potential work function）を有する物質から形成される
。これに対し、先端３８が半導体ウェハ１４の前面１３に接触するように構成されるとき
、先端３８は第２接触電位仕事関数を有する物質から形成される。
【００３５】
最後に、導電性プローブ３６は、図４に透視図で（in phantom）示される導電性プローブ
スリーブ１０２内に支持可能であり、同じく図４に透視図として示される絶縁体１０４は
、スリーブ１０２と導電性プローブ３６との間に挟み込むことが可能である。図４に示さ
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れるように、プローブスリーブ１０２は、導電性プローブ３６の長手方向に沿って伸び、
先端３８末端の手前で終端することが好ましい。スリーブ１０２は、測定手段８２のアー
ス１０６に接続され、導電性プローブ３６を外部要因による電気的干渉から保護可能であ
る。これとは別に、スリーブ１０２は漂遊容量（stray capacitance）の効果を最小化す
るように選択された電気信号を受信するように接続可能である。より具体的には、プロー
ブスリーブ１０２は、第１電気接触子３２と、チャック２０の上面２８により規定される
第２電気接触子との間に電気刺激を付加する間、先端３８と同じ電位にプローブスリーブ
１０２を付勢する電気信号をプローブスリーブ１０２に供給するバイアス回路１０８に接
続可能である。
【００３６】
本発明は好適な実施形態を参照して説明された。明らかな変形例や代替物は、前述の詳細
説明を読み、理解すればその他のものにも見出されるであろう。添付されたクレームやそ
の均等物の範囲内にある限り、本発明が全てのこのような変形例及び代替物を含むものと
解釈されることが意図される。
【図面の簡単な説明】
【図１】図１は本発明における装置の部分破断立面図である。
【図２】図２は図１に示された装置の平面図である。
【図３】図３は測定手段を有する回路においてテストされる半導体ウェハの上部に位置す
るプローブの概略構成図である。
【図４】図４はテストされる半導体ウェハの上部に位置する図３に示されたプローブ先端
の拡大図である。
【図５】図５は図２に示された装置の可動安定プローブアームの分離された状態を示す平
面図である。
【図６】図６は図５に示された可動安定プローブアームの側面図である。
【図７】図７は図５に示された可動安定プローブアームの底面図である。
【図８】図８は図５に示された可動安定プローブアームのリフターパッドワイヤーメッシ
ュの拡大図である。
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